
令和４年 専決第１号 

 

専 決 処 分 書  

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により，次の

とおり専決処分する。 

 

  令和４年１月２８日 

 

美浦村長  中 島  栄   

 

   令和３年度美浦村一般会計補正予算（第８号） 

 

 令和３年度美浦村の一般会計補正予算（第８号）は，次に定めるところ

による。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１９０，４０３千円を追

加し，歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ７，０６５，４４７千円

とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正

後の歳入歳出予算の金額は，「第１表 歳入歳出予算補正」による。  

第２条 債務負担行為の追加は，「第２表 債務負担行為補正」による。 

 

  令和４年１月２８日 

 

美浦村長  中 島  栄   



歳　入 （単位：千円）

補正前の額 補　正　額 計

15 国庫支出金 876,448 190,403 1,066,851 

 2 国庫補助金 430,026 190,403 620,429 

 歳　　入　　合　　計 6,875,044 190,403 7,065,447 

第　１　表　　　歳　入　歳　出　予　算　補　正

款 項



歳　出 （単位：千円）

補正前の額 補　正　額 計

 1 議会費 99,297 △51 99,246 

 1 議会費 99,297 △51 99,246 

 2 総務費 1,338,266 2,278 1,340,544 

 3 戸籍住民基本台帳費 70,879 2,278 73,157 

 3 民生費 2,006,285 188,938 2,195,223 

 1 社会福祉費 1,194,317 176,913 1,371,230 

 2 児童福祉費 811,668 12,025 823,693 

 6 商工費 26,584 △1,050 25,534 

 1 商工費 26,584 △1,050 25,534 

 9 教育費 899,817 288 900,105 

 1 教育総務費 206,828 288 207,116 

 歳　　出　　合　　計 6,875,044 190,403 7,065,447 

款 項



（追加） （単位：千円）

合　　　　　　　　　　　　　　　計 258,600

第 ２ 表 債 務 負 担 行 為

事　　　　　　　　　　　　　　　項 期　　     　　　　間 限 度 額

臨 時 特 別 給 付 金 給 付 業 務 委 託 料 令和４年度 600





１　総　括

　歳　入 （単位：千円）

補正前の額 補　正　額 計

15 国庫支出金 876,448 190,403 1,066,851 

　　　　　歳　　入　　合　　計 6,875,044 190,403 7,065,447 

歳　入　歳　出　補　正　予　算　事　項　別　明　細　書

款



歳　出 （単位：千円）

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

 1 議会費 99,297 △51 99,246 △51

 2 総務費 1,338,266 2,278 1,340,544 2,278

 3 民生費 2,006,285 188,938 2,195,223 188,938

 6 商工費 26,584 △1,050 25,534 △1,050

 9 教育費 899,817 288 900,105 288

　歳　出　合　計 6,875,044 190,403 7,065,447 190,403

款 計補正前の額 補　正　額

補　正　額　の　財　源　内　訳

特　　　定　　　財　　　源
一般財源



２　歳  入

(款) 15 国庫支出金 (項)  2 国庫補助金

 1 総務費国庫補助金 110,581 11,143 121,724

 2 民生費国庫補助金 234,238 179,260 413,498

　　　　　 計 430,026 190,403 620,429

目 計補 正 前 の 額 補　　正　　額



（単位：千円）

金 額

 1 総務管理費補助金 11,143  76 社会保障・税番号制度システム整備費補助金（住

    基） 638

 80 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付

    金 10,505

 3 社会福祉費補助金 179,260  25 住民税非課税世帯等臨時特別給付金補助金 173,000

 26 住民税非課税世帯等臨時特別給付金給付事務費補

    助金 6,260

節

区　　　分
説　　　　　明



３　歳  出

(款)  1 議会費 (項)  1 議会費

国県支出金 地 方 債 そ の 他

 1 議会費 99,297 △51 99,246 △51

　　　計 99,297 △51 99,246 △51

(款)  2 総務費 (項)  3 戸籍住民基本台帳費

 1 戸籍住民基本台帳費 70,879 2,278 73,157 2,278

　　　計 70,879 2,278 73,157 2,278

(款)  3 民生費 (項)  1 社会福祉費

 1 社会福祉総務費 306,754 176,913 483,667 176,913

　　　計 1,194,317 176,913 1,371,230 176,913

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

補 正 額 計補正前の額目



（単位：千円）

50 新型コロナ対応議場内感染対策事業         △51

14 工事請負費 △51 14 工事請負費 △51

   3 維持補修工事

     1 議場内設備改修工事

 3 住民基本台帳事務費          638

12 委託料 638 12 委託料 638

   5 業務委託料

    10 住基システム改修委託料

17 備品購入費 1,640 52 新型コロナ対応決済システム導入事業費        1,640

17 備品購入費 1,640

   2 機械器具費

     1 機械器具費

 5 国民健康保険特別会計繰出金      △2,347

 3 職員手当等 976 27 繰出金 △2,347

  21 その他繰出金

     1 その他繰出金

10 需用費 154 65 住民税非課税世帯等臨時特別給付金給付費      173,000

18 負担金補助及び交付金 173,000

  10 補助金

11 役務費 670     10 住民税非課税世帯等臨時特別給付金

66 住民税非課税世帯等臨時特別給付金給付事務費        6,260

 3 職員手当等 976

12 委託料 3,900    5 時間外勤務手当

     1 時間外勤務手当

10 需用費 154

13 使用料及び賃借料 560    1 消耗品費 109

     1 消耗品費

   4 印刷製本費 45

18 負担金補助及び交 173,000      1 印刷製本費

付金 11 役務費 670

   1 通信運搬費 444

     1 郵便料

27 繰出金 △2,347    4 手数料 226

     7 口座振替手数料

12 委託料 3,900

   5 業務委託料 2,300

     5 給付事務業務委託料

   7 電算処理委託料 1,600

    10 電算処理委託料

13 使用料及び賃借料 560

   2 賃借料

     1 ＯＡ機器リース料

説　　　　明
区 分 金 額

節



(款)  3 民生費 (項)  2 児童福祉費

国県支出金 地 方 債 そ の 他

 1 児童福祉総務費 320,544 12,025 332,569 12,025

　　　計 811,668 12,025 823,693 12,025

(款)  6 商工費 (項)  1 商工費

 1 商工振興費 25,712 △1,050 24,662 △1,050

　　　計 26,584 △1,050 25,534 △1,050

(款)  9 教育費 (項)  1 教育総務費

 2 事務局費 205,365 288 205,653 288

　　　計 206,828 288 207,116 288

補 正 額 の 財 源 内 訳

目 補正前の額 補 正 額 計 特 定 財 源
一 般 財 源



（単位：千円）

65 子育て世帯臨時特別給付金給付費       12,000

11 役務費 25 18 負担金補助及び交付金 12,000

  10 補助金

    11 子育て世帯臨時特別給付金（特例給付）

18 負担金補助及び交 12,000 66 子育て世帯臨時特別給付金給付事務費           25

付金 11 役務費 25

   1 通信運搬費 14

     1 郵便料

   4 手数料 11

    33 口座振込手数料

 6 新型コロナ対策地域経済活性化事業      △1,050

18 負担金補助及び交 △1,050 18 負担金補助及び交付金 △1,050

付金   10 補助金

    15 食事提供業者支援金 △650

    20 交通事業者支援金 △400

60 新型コロナ教育関連対策事業          288

18 負担金補助及び交 288 18 負担金補助及び交付金 288

付金   10 補助金

    15 修学旅行等キャンセル料補助金

節

説　　　　明
区 分 金 額



１．特　　別　　職

職員数
期末手当

報　　酬 給　　料 (千円) 地域手当
（人） 年間支給

（千円） （千円） 率(月分) （千円）

長　　等 2 13,920 4,470
(3.35)

議　　員 12 41,784 13,415
(3.35)

その他の
639 23,837

特 別 職

計 653 65,621 13,920 17,885

長　　等 2 13,920 4,470
(3.35)

議　　員 12 41,784 13,415
(3.35)

その他の
639 23,837

特 別 職

計 653 65,621 13,920 17,885

長　　等

議　　員

その他の

特 別 職

計

比
　
較

区     分

給 与 費 明 細 書

　　　　給　　　　　　与　　　　　　

補
正
後

補
正
前



共 済 費 合   計

寒冷地手 その他の 計
（千円） （千円）

当(千円) 手当(千円) （千円）

2,070 20,460 2,346 22,806

55,199 14,212 69,411

23,837 23,837

2,070 99,496 16,558 116,054

2,070 20,460 2,346 22,806

55,199 14,212 69,411

23,837 23,837

2,070 99,496 16,558 116,054

備　　　考

　　　　費



２．一　　般　　職
　（１） 　総　　括

　ア　　会計年度任用職員以外の職員

職
員
手
当
の
内
訳 比 較 976

補 正 前 11,325 5,601 8,394 33,954

補 正 後 11,325 5,601 8,394 34,930

時間外勤務
手      当

区 分 扶養手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当

976比 較
（ ）

349,506
137

補 正 前
（ 2 ）

516,083

137
補 正 後

（ 2 ）
516,083 350,482

報 酬 給 料 職 員 手 当
区 分

職 員 数
給　　　　　　与　　　　　　費

職
員
手
当
の
内
訳

（人）

比 較

補 正 前 11,325 5,601 9,865 38,164

976

補 正 後 11,325 5,601 9,865 39,140

時間外勤務
手      当

区 分 扶養手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当

976比 較
（ ）

396,049
170

補 正 前
（ 63 ）

75,280 592,135

170
補 正 後

（ 63 ）
75,280 592,135 397,025

（人）

区 分

給　　　　　　与　　　　　　費
職 員 数

報 酬 給 料 職 員 手 当



（単位：千円）

（　　）内は、短時間勤務職員であり、外書きである。

（単位：千円）

（単位：千円）

（　　）内は、短時間勤務職員であり、外書きである。

（単位：千円）

91,387 68,4551,074 14,942 114,374

備　　　考

1,074 14,942 114,374

日直手当 管理職手当 期末手当 勤勉手当 退職手当

91,387 68,455

976 976

865,589 159,034 1,024,623

866,565 159,034 1,025,599

共 済 費 合 計 備　　　考
計

91,387 79,4291,074 14,942 144,262

備　　　考

1,074 14,942 144,262

日直手当 管理職手当 期末手当 勤勉手当 退職手当

91,387 79,429

976 976

1,063,464 190,085 1,253,549

190,085 1,254,5251,064,440

共 済 費 合 計 備　　　考
計



　イ 　会計年度任用職員

補 正 後

補 正 前

（ ）

33
61

1,471

1,471 4,210

（人）

4,210

（ ）

報 酬 給 料 職 員 手 当

補 正 後
（ 61 ）

75,280 76,052 46,543

区 分

給　　　　　　与　　　　　　費
職 員 数

46,543補 正 前 75,280 76,052

比 較

33

時間外勤務
手      当

職
員
手
当
の
内
訳

区 分 扶養手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当

比 較



（単位：千円）

（　　）内は、短時間勤務職員であり、外書きである。

（単位：千円）

計

31,051 228,926

29,888 10,974

29,888 10,974

共 済 費 合 計 備　　　考

197,875

197,875 31,051 228,926

備　　　考日直手当 管理職手当 期末手当 勤勉手当 退職手当



　（２）　給料及び職員手当の増減額の明細（会計年度任用職員以外）

その他の増減分 976

職 員 手 当 976 制度改正に伴う増減分

その他の増減分

区    分 増減額 増減事由別内訳

給       料 給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増減分



（単位：千円）

給与改定の状況
 前年度　給料の改定率
 本年度　給料の改定率(見込)

職員数の異動状況（会計年度任用職員以外）
現に在職する　

　補正後
　補正前
  増　減
採用、退職の状況

会計間の異動

期末手当
管理職手当

退職手当
勤勉手当

日直手当
時間外勤務手当 976
特殊勤務手当
通勤手当
住居手当
扶養手当

人

勤勉手当

人
住居手当

採　用 退　職 計
その他

会計間異動の異動による差額

人 人

再任用職員 人
人

139 人
人

人
人

139

職員数 その他 計
139

特別昇給・昇格差額
人 人人 139

退職者・新採用者差額

備　　　　考説　　　　　　明

0.00 ％
0.00 ％

技能労務職
一般行政職

技能労務職
一般行政職



３．給与及び手当の状況（会計年度任用職員以外）
　ア．職員一人当たりの給与 （単位：円）

　イ．初　　　任　　　給 （単位：円）

　ウ．等 級 別 職 員 数

100.0%
）

計
（

118
計

（ ）（
100.0% 7

17.8%

23 19.5%

9 7.6%
（ ）

15 12.7%
（ ）

1
（

30 25.4%

6
（ ）（

5
（ ）（ ）

3
（

16 13.6%

計
（ ）（

7

7
（ ）（ ）

計
（

118 100.0%

2
（ ）（

1
（ ）（ ）

21 17.8%

3
（ ）（ ）

1

22.0%

4
（ ）（

5
（ ）（ ）

2

令和４年１月１日現在
30 25.4%

6
（ ）（

4 3.4%
7

（

17 14.4%

区　分
一般行政職 技能労務職

職員数（人） 構成比（％） 級 構成比（％）職員数（人）級

技 能 労 務 職
平均給料月額 318,182 315,757

令和４年１月１日現在 平均給与月額 354,244 322,414

区　　　　分 一 般 行 政 職

令和３年１２月１日現在

）（ ）

1
（ ）

2
（ ）（ ）

3
（ ）（ ）

21

4
（ ） ）（ ）

））（
2

（

））（）
100.0%

4
（

4
）（ ）

3.4% 7

100.0%
））（）

6 5.1%

）
26

））（） （
14

）（ ）（
11.9%

））（）
3

（
100.0%

）（ ））（
4

（）
7

平均年令 ４２歳　５月 ５６歳　４月
平均給料月額 318,182 315,757

令和３年１２月１日現在 平均給与月額 375,064 323,257

182,200 - 182,200 -

平均年令 ４２歳　４月 ５６歳　３月

区　　　分 一般行政職 技能労務職
国の制度

一般行政職 技能労務職

高　校　卒 154,900 152,700 150,600 147,900

大　学　卒



（級別の標準的な職務内容）
区分

区分

　エ．昇　　　　給 

特別昇給に係る職員数（人）

６号給（人）
８号給（人）

比　　率( B )／( A )　（％）

特別昇給に係る職員数（人）
職員数 ( A )（人） 132 118 7

号給数別内訳 ２号給（人）

６号給（人）
８号給（人）

技能労務職
職員数 ( A )（人） 132 118 7
昇給に係る職員数 ( B )（人）

　号給（人）

用務手、労務作業員等
（以下「用務手等」と
いう。）
調理師
自動車運転手

用務手等
調理師
自動車運転手

相当の経験を有する用
務手等
相当の技能又は経験を
有する調理師
相当の技能又は経験を
有する自動車運転手

困難な業務を行う用務
手等
高度の技能又は経験を
有する調理師
高度の技能又は経験を
有する自動車運転手

補

正

後

補

正

前

号給数別内訳 ２号給（人）

　号給（人）

４号給（人）

昇給に係る職員数 ( B )（人）

比　　率( B )／( A )　（％）

４号給（人）

一
般
行
政
職

主事補、技師
補、主事、技
師、保育士、
看護師、保健
師、栄養士、
社会福祉士

困難な職務を
分掌する主
事、技師、保
育士、看護
師、保健師、
栄養士、社会
福祉士

主任、係長、
主任保育士、
主任看護師、
主任保健師、
主任栄養士、
主任社会福祉
士

困難な職務を
分掌する係
長、主査、主
任主査

七級

区分 合計
代表的な職種

一般行政職

技
能
労
務
職

困難な職務を
分掌する主任
主査、課長補
佐、室長補
佐、局長補佐
及び出先機関
の長の補佐、
職務を指揮、
監督する出先
機関の長、課
長、室長及び
局長

特に困難な職
務を分掌する
課長、局長及
び室長、特に
困難な職務を
指揮、監督す
る出先機関の
長

一級 二級 三級 四級

一級 二級 三級 四級 五級 六級
部長



　オ.期末手当 ・ 勤勉手当

（　　）内は、再任用職員である。

　カ．定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

　キ．地域手当

　ク． 特 殊 勤 務 手 当

　ケ．そ の 他 の 手 当

同
同
同

住 居 手 当
通 勤 手 当

国　の　制　度　と　の　異　同区　　分
扶 養 手 当

税　務　職 保　健　職 保育士職 運転手職

差異の内容

支給対象職員の比率（％）
代表的な特殊勤務手当の名称

0 0 0 0 0
0 0 0 0 0給料総額に対する比率（％）

代表的な職種
全職種区　　　分

支給率（%） 0
支給対象職員数（人） 0

支給対象地域 無

国の指定基準に基づく支給率（%）

国の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

(3～45%加算)

備　考
（月分） （月分） （月分） （月分）

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

区　　分
20年勤続の者 25年勤続の者

定年前早期退職特例措置
(2～20%加算)

35年勤続の者 最高限度
その他の加算措置等

有
2.225 2.225 4.45
1.175 ）（ 1.175 2.35 ）

補 正 前
（ 1.175 ）（ 1.175 2.35 ）

有
2.225 2.225 4.45

（月分）

補 正 後
（ 1.175 ）（ 1.175 2.35 ）

2.225 2.225

区 分
支給期別支給率 支給率計 職制上の段階、職務の

級等による加算措置
備 考

６月（月分） １２月（月分）

有
4.45

）（
国 の 制 度

（

）（

（）
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